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検証されてきた（徳田ほか 2011；田中 2013；前田 2019 b）。この他に，主要
消費地へ高鮮度の水産物を直接輸送して，利益を上げるビジネスモデルの効果











































































































行われない。2019年の操業日は，3月 5日から 3月 7日までの 3日間のみで
あった。資源状況の悪化に対して，漁業者と水産技術の研究機関が協力して
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































http : //www.jfa.maff.go.jp/j/bousai/attach/pdf/hamaplan-35.pdf（2019年 9月
17日最終閲覧）
水産庁 http : //www.jfa.maff.go.jp/j/bousai/hamaplan/attach/pdf/hamap_tenpu/
koiki_kangaekata.pdf（2019年 9月 17日最終閲覧）
──大学院文学研究科研究員──
８９大阪府における船曳網漁業への入札制度の導入と経営体への普及
